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2019年3月期 第１四半期 決算概要

2018/3
１Q

2019/3
１Q

前年同期比

増減額 増減率

売上高 681 536 △145 △21.3％

売上総利益 348 277 △71 △20.5％

販管費 328 275 △53 △16.4％

営業利益 19 1 △17 △90.1％

四半期純利益 9 △2 △11 －％

※百万円未満切捨で表示

2019年3月期第1四半期 決算概要

【売上高・売上総利益】

・フランチャイズ加盟店は増加しているものの、その効果は当１Qでは顕在せず、
営業人員の減少により、売上高が減少となりました。
売上総利益率は51％台で推移。

【営業利益】

・前期第４四半期からの販管費削減効果は出てきたものの、
売上総利益の減少を補いきれず、前年同期比で17百万円の減少となりました。 2
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当第１四半期のサービス別売上高

• 営業人員の減少により各サービスが
全体的に減少

■2019年3月期第１四半期 前年同期比－サービス別売上高
※百万円未満切捨で表示

2018/3
１Q

2019/3
１Q

前年同期比

増減額 増減比

地盤解析サービス 297 260 △37 △12.5％

地盤調査サービス 204 165 △39 △19.2％

その他サービス（部分転圧等） 106 72 △33 △31.6％

地盤調査機販売 43 26 △16 △39.0％

FC加盟料 30 12 △18 △60.7％

合計 681 536 △145 △21.3％
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■2019年3月期第１四半期 連結貸借対照表
※百万円未満切捨で表示

【主な資産増減】
未収保険料の回収による
現預金の増加及び
未収入金の減少

【主な負債増減】
買掛金の支払による減少

4

実績 構成比 実績 構成比

 資産の部 1,709 100.0% 1,673 100.0% △ 35

 　 流動資産 1,492 87.3% 1,450 86.7% △ 41

　 　 （現金及び預金） 711 41.6% 797 47.6% 85

 　　 （受取手形及び売掛金） 427 25.0% 360 21.5% △ 66

 　　 （未収入金） 146 8.6% 25 1.5% △ 121

 　 固定資産 216 12.7% 223 13.3% 6

 負債の部 260 15.2% 232 13.9% △ 27

　　流動負債 243 14.3% 216 13.0% △ 26

　　固定負債 16 1.0% 15 0.9% △ 1

 純資産の部 1,448 84.8% 1,441 86.1% △ 7

　　株主資本 1,438 84.2% 1,436 85.8% △ 2

　　　（資本金） 490 28.7% 490 29.3% 0

　　　（資本剰余金） 22 1.3% 22 1.3% 0

　　　（利益剰余金） 1,003 58.7% 1,001 59.8% △ 2

　　　（自己株式） △ 76 △4.5% △ 76 △4.6% 0

　　その他の包括利益累計額 0 0.0% △ 0 △0.1% △ 1

　　新株予約権 10 0.6% 6 0.4% △ 3

増減額
2018/3　期末 2019/3 1Q
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■2019年３月期 連結業績予想_2018年４月１日~2019年３月31日

※百万円未満切捨で表示

2019/３
１Q実績

2019年3月期 予想

上期 前期比 通期 前期比

売上高 536 1,308 △3.4% 2,780 4.0%

営業利益 1 76 14.0％ 200 151.7%

経常利益 2 76 13.7％ 200 168.6%

当期純利益 △2 63 25.3％ 164 142.3%

2019年3月期の取り組みについて

• 営業人員の増加及びフランチャイズ加盟店との営業体制を密にし、より効率・効果的な営業体制の構築

• 地盤の揺れやすさ（≒住宅の揺れやすさ）を測定する微動探査「地震eye」のフランチャイズ加盟店での

全国調査網の構築

• 「地震eye」により測定された地盤状況を基に、最適な耐震性を考慮した住宅設計を行うことで、

安心して住み続けられる『地盤適合耐震住宅』の普及

• 福利厚生、研修の充実等による従業員の定着率向上とそれによる社内体制の安定化



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は当社が
2018年9月6日現在入手している情報及び合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のもの
ではありません。
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる場合があります。

■当資料取り扱い上のご注意
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